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１．はじめに 

 

わが国の国土計画は、1998年3月に策定された「21

世紀の国土のグランドデザイン」で、大きな方向転

換を遂げた。それは、過去 4回策定された国土計画

が所得格差是正を目的としていたのに対して、新た

な国土計画が「地域ブロック単位で国際化を睨みな

がら生活質の向上を図る」とした点である。この変

化は、2002 年 11 月の国土審議会基本政策部会報告

の中で「二層の広域圏」として明示された。「二層の

広域圏」とは、地域ブロックと人口 20～30万人程度

の広域生活圏である。ここでは、広域生活圏の多様

性をいかに計測し（個性を発掘）、全国一律ではない

生活質の向上策を見出すか（生活圏の自立策）が課

題となっている。 

本研究では、広域分散型社会構造をもつ北海道の

14支庁を対象に、都市施設配置とアクセス交通網整

備により地域の人口動態がどのように変化するのか

を把握するモデルを提案することを目的とする。本

研究では、北海道のような広域分散型社会では集積

の不経済は無く、「人口が少ない地域からはより多く

の人が流出し、逆に人口が多い地域には多くの人が

流入している」という事を把握した上で改良したモ

デルを提案する。 

提案するモデルは、都市の財・サービスを 1 種類と

しているため、生活質を議論するまでには至ってい

ないが、このモデルを用いることにより広域圏を形

成しにくい地域における地域施策評価が可能と考え

られる。 
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２．既存モデルのレビュ－ 

 

 地域間の相互作用をモデル化するこれまでの研究

の課題は、多地域モデルへの拡大ならびに動学化の

2 点に大別される。現在この 2 点の問題は応用一般

均衡分析として解決され、すでに実用化されている。 

これとは別に、地域の成長を自己組織化プロセス

として捉えモデル化したものに、1981 年にその理論

形が提示された P.Allen の自己組織化モデルがある。

このモデルの最大の特徴は、多地域間の動学モデル

でありながらモデル構造が簡単なことにある。都市

機能と都市間距離の変化が都市の雇用量に影響を与

え、これが人口の社会増減を生むという構造になっ

ている。 

P.Allen の自己組織化モデルを扱った既存研究に

は、1990 年の山口らによるものと 3)、2001 年の佐々

木らによるもの 4)がある。山口らの分析では、モデ

ルの実用化を試みてはいるものの、都市機能は明示

的に取り込まれていない。佐々木らの研究では都市

機能の発現が人口増加に対し不連続に起こることに

注目し、産業別雇用者数構成比の変化から、都市機

能の発現に必要な人口の閾値を設定している。また、

都市の魅力を商業・医療・アクセシビリティの 3点

から評価したうえで、高速道路の整備による都市間

時間距離の短縮が地域の人口動態に与える影響を定

量化している。 

 

３．P.Allen の自己組織化モデルの改良 

 

（１）P.Allen の自己組織化モデル 

都市計画や施策を考える上で、その基礎的な資料

となる人口動態を把握することは重要である。本研

究では、P.Allenの自己組織化モデルを適用し、人口

動態の把握を行うものとする。P.Allenの自己組織化

モデルとは、n 個の都市からなるモデルにおいて、



都市間の相互依存関係を明示し、自己組織化原理を

組み込んだ都市人口モデルのことである。本モデル

は、都市の人口分布が形成される過程を動学的に扱

ったものである。モデル式は、都市の成長を「人口

の自然増」と「社会移動」で説明し、以下の 5式で

構成される。 
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ここで、 

ix：都市 iの人口、b：出生などの人口の自然増

加に関するパラメータ、m：死亡などの人口の
自然減少に関するパラメータ、 0

iJ ：都市 iの基
礎人口限界、 k

iJ ：都市 iに存在する財・サービ
ス kによって発生する都市 iの雇用、 ijd ：都市 i

と都市 jの間の距離、 k
iM ：都市 iの財・サービ

ス kによって生まれる雇用の限界量、 k
iD ：都市

iの財・サービス kに対する需要の総和、 k
iP ：

都市 iで生産された財・サービス kの価値、 kε ：

財・サービス kの単位価値あたりの需要、 k
ijA ：

都市 iで生産された財・サービス kを都市 jに住
む人が見たときの魅力度、 thkx ：財・サービスk

が新たに発生するために必要な人口の閾値、
kφ ：財・サービス kを輸送するときの単位距離
あたりの輸送費、 kρ ：財・サービス kを生産す

る産業の生産性を表わすパラメータ、α ：雇用

量の変化のダイナミズムを表わすパラメータ、

Ie,,,,,, δγηβτ ：パラメータ 

である。 

今、(1)式について、以下の(6)式と(7)式に分けて考

える。 
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(6)式は、次のように変形できる。 
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である。 

(8)式は、Lに収束するヴェアフルストのモデルであ
る。また、(7)式は人口で重み付けされた重力モデル

であり、人口圧力による社会移動を表現している。 

各々のモデル式は、(1)式が人口の変化を表わし、

(6)式で求める人口の自然増減と、(7)式で求める人口

の社会移動の和として記述されている。また、(2)式

～(5)式は、(6)式において人口が自然増減する際の収

束値を求めるものである。 

（２）P.Allen の自己組織化モデルの問題点 

都市人口の自然増減について、(8)式と(9)式から考

察する。(8)式では、人口の自然増減がロジスティッ

クモデルにより表わされている。従って長期的には、

都市人口 xは、その初期値の大小に関わらず、人口
限界 Lに収束する構造となっている。 

次に人口の社会移動について考察する。(7)式から、

人口の社会移動は重力モデルを基礎として表わされ

ている。一般に、人口の社会移動要因として人口圧

力が考えられているが、本モデルにおいては集積の

不経済を採り入れている。つまり、人口が増加する

ことにより生活質の低下が発生し、都市の魅力を低

下させ、都市から転出する人が現れる。そこでモデ

ルでは、都市の魅力により転入しようとする人と、

集積の不経済により魅力が低下し、転出しようとす

る人の数の差を、都市間の社会移動として表わして

いる。 

今、A、B、Cの 3都市からなる地域を考える。そ
れぞれの都市人口は ax 、 bx 、 cx （ cba xxx >> ）で



あり、3 都市間の距離は等しくdとする。ここで、
(7)式より 3都市の社会移動による人口変化を求める

と、 
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である。ここで cba xxx >> であるから、常に 02 <AX 、

02 >CX が成立している。また、 BX 2 の符号は、 
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となる。以上から、人口が多い都市からは常に人口

流出が起こり、また人口が少ない都市には人口流入

が起こると言える。 

対象地域内の都市を人口の多い順に並べ、上位の

都市を大規模都市、下位の都市を小規模都市とする

と、小規模都市の人口 xはその時点での人口限界 L
を下回っていると考えられる。よって、(8)式から

01 >X となり、小規模都市は人口が自然増加する状

態にある。また、小規模都市の人口圧力は、他都市

と比較して小さいので、(12)式から 02 >X となり、

他都市から人口が流入してくることになる。ここか

ら、小規模都市の人口変化は 021 >+= XX
dt
dx

となり、

常に自然増加よりも大きな成長状態にある。 

一般に、都市が成長し、人口がある程度増加する

と、新たな財・サービスを生産する産業が興る。つ

まり、財・サービス kを生産する産業が新たに興る
ための人口閾値 thkx が、その時点での都市の人口限

界 Lを下回っていることになる。 

本研究では、モデルの挙動を以下のシミュレーシ

ョンにより確認する。シミュレーションは、1 次元

環状等距離に 6都市を配置した仮想地域を対象とし

た。初期条件を表－１に、シミュレーション結果を

図－１、図－２に示す。 

 当初小規模都市であったものが、他都市からの人

口流入により急速に成長する。次第に人口順位が中

位になると、大規模都市からの人口流入と小規模都

市への人口流出が見かけ上、釣り合い状態に達する。

その後もこの都市の成長は緩やかに続くが、人口順 

表－１ シミュレーションの初期条件 

 

 

 

 

 

 

位が上位に達した時点で、人口流出が発生する。や

がて人口は、自然増加 1X と社会移動 2X（ 0< ：流出）

が同程度となり、人口限界へと収束する（図－１に

おいて人口が基礎人口限界以上の値で収束している

のは、雇用によって都市の人口限界が基礎人口限界

以上の値をとっているためである）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ オリジナルモデルによる人口の変化 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ オリジナルモデルによる人口流出量 

しかし現実には、このような人口変化をする都市

はみられない。特に、現代のわが国において起こっ

ている現象は、小規模都市から人口が流出し、市場

規模も縮小する 市場規模の縮小が雇用の減少を招

く さらに人口が流出する･･･、という悪循環である。

そして、最終的には、都市の崩壊にも至る可能性が

ある。この現象を P.Allenの自己組織化モデルを用い

て捉えるためには、モデルを変更する必要がある。 

（３）P.Allen の自己組織化モデルの改良 

地域の人口流出傾向は、地域の人口と流出した人

都市 初期人口 初期雇用量 基礎人口限界
A 60,000 100 100,000
B 11,000 200 100,000
C 12,000 300 120,000
D 30,000 150 100,000
E 20,000 600 120,000
F 15,000 125 120,000
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口の比、すなわち「人口の流出率」で評価すべきで

ある。ここで、北海道における地域人口とその流出

率の関係を見てみると、負の相関があることが分か

った（表－２）。これは、人口が少ない地域からはよ

り多くの人が流出し、逆に人口が多い地域には多く

の人が流入していることを表わしている。従って、

相対的に魅力の小さく人口の少ない都市から、魅力

が大きく人口の多い都市へと人口の社会移動が起こ

ると言える。ここから、(1)式を次のように改良した。 
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表－２ 人口と人口流出率の相関 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 改良モデルによる人口の変化 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 改良モデルによる人口流出量 

 

今回行ったモデルの改良により、初期人口が多い

都市はより強い人口増加傾向を示した（図－３）。ま

た都市が成長期にあるとき、大規模都市と小規模都

市との人口差が、改良前よりも大きくなっており、

地域人口が大規模都市に一極集中しながら成長して

いることを表現している。今回のシミュレーション

では、都市の財・サービスを 1種類のみとしたため、

大規模都市の人口も基礎人口限界において収束した。

その後、小規模都市の人口が増加し始め、全ての都

市が成長過程に入っている。 

しかし、大規模都市の人口が新たな財・サービス

の生産を興すための人口閾値に達した時点で、この

都市の人口限界が増加する。ここで、新たな財・サ

ービスの生産が行われれば、より多くの人口を支え

得る都市へと成長する。その一方で、小規模都市は、

大規模都市への人口流出を抑制できず、長期的には

人口が減少局面へと移行する。 

 

４．おわりに 

本研究では、広域分散型の地域構造を持つ北海道

の地域社会が、人口減少や少子高齢化が進展するな

かで、いかに自立して維持を図るかを検討すること

を念頭に、その基本ツールとなるモデルの提案を行

ったものである。まず、P.Allenの自己組織化モデル

の適用にあたって、都市の崩壊に至るような人口減

少が表現できないことを示し、またこの問題を克服

するためのモデルの改良を行った。さらに、シミュ

レーションの結果、都市の崩壊に至る人口減少を表

現することが可能であることを確認した 

今後の研究課題は、1)複数の都市サービスによる

都市の雇用量の変化を組み込むこと、2)少子高齢化

の進展による地域の人口構造の変化が、人口流出に

与える影響を明らかにした上で、そのメカニズムを

組み込むこと、3)地域内の都市がそれぞれ異なる施

策を採用する場合に対応可能とすること、4)改良し

た P.Allenの自己組織化モデルにより、都市の人口動

態を把握することで、具体的な施策について評価、

検討を行っていくことである。 
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